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住友信託銀行 調査部 
 

マイクロガスタービンの最近の動向 
 

   担当：田中 順（tanakaju@sumitomotrust.co.jp）   

分散型電源の中でも実証実験が進みこれからの活躍が注目されるマイクロガ

スタービン。本レポートではマイクロガスタービンの特徴および最近の動向や

販路の流れなども整理しています。 

 

１．マイクロガスタービンとは 

小型自家発電の方法としてﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ（以下MGT）が注目を浴びている。MGT

は都市ｶﾞｽや灯油など(燃料種別は限定しない)を燃料に使った発電出力 300 ｋｗ

以下、最高使用圧力 1000 ｋｐ以下、最高使用温度 1400℃未満の発電機(経済産

業省定義)であり、従来のﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝやｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝなどの分散型電源と比べて、 

① 大型冷蔵庫並みの大きさで、従来の分散型電源と比べ約 4 割小型かつ軽量、

振動も少ないため、設置面で優位性がある、 

② 部品点数削減と構造の簡素化でﾒﾝﾃﾅﾝｽが容易で、維持管理ｺｽﾄの削減も可能、 

③ 操作性が簡易である、 

④ ﾃﾞｨｰｾﾞﾙのように窒素酸化物が発生せず、排気ｶﾞｽがｸﾘー ﾝで環境負荷が低い、 

などの優れた特徴がある。 

米・ﾊﾈｳｴﾙﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑ社（旧ｱﾗｲﾄﾞｼｽﾃﾑ

社）は、買い替え需要除きで MGT の世

界需要が 2005 年には 39,000 台、2008

年には44,000 台になると予想している

（図表 1）｡ 

ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄはｷｬﾌﾟｽﾄﾝ社製の28ｋｗｸﾗｽ

のもので単価が約 400 万円と高価であ

る。しかし構造がｼﾝﾌﾟﾙであるため量産

化がしやすく、量産化が進めば現行の

電気料金に比べ約 25％程度のｺｽﾄ削減

が可能とみられる。 

 

 

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
（台数）

99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

（年度）

（図表1）MGT需要予測（2000/3月時点）
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２．MGT 関連事業参入業者  

 

（1）MGTﾒｰｶｰ 

MGTの中心は欧米のﾒｰｶｰであり、ｷｬﾌﾟｽﾄﾝ、ﾊﾈｳｴﾙ、ｴﾘｵｯﾄに加え、ｲｷﾞﾘｽのﾎﾞ

ｰﾏﾝ社のものも日本に登場、ＮＴＴﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ、ｸﾎﾞﾀ等が扱うようであり、競争

が激化しつつある。日系ﾒｰｶｰとしてﾄﾖﾀ系のﾄﾖﾀﾀｰﾋﾞﾝｱﾝﾄﾞｼｽﾃﾑ（以下TT&T）が

大型ﾄﾗｯｸやﾊﾞｽ用のｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ技術を基礎に新規参入、2001/1月から 300kw 機をﾄ

ﾖﾀｸﾞﾙｰﾌﾟに販売し始めたが、大型で発電効率は 18%と外国製品に比べ劣る上、

価格が 1kw当り 19 万円台と高価であるためｸﾞﾙｰﾌﾟ外には殆ど普及していない。 

この他にも三菱重工、川崎重工といった大型ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝで定評のあるところも新

規参入、すでに実証実験に入っており、02年の製品販売を目指している。 

 

（2）販売代理店 

日本ではｷｬﾌﾟｽﾄﾝ社の代理店として、①ﾀｸﾏ、②明電舎＆住友商事、③三菱商事

（三菱電機）、④ｱｸﾃｨﾌﾞﾊﾟﾜｰ（ｶﾅﾓﾄ等の出資会社）などが挙げられる。ﾀｸﾏ、明

電舎、三菱電機はｺｼﾞｪﾈﾊﾟｯｹｰｼﾞ化した製品を販売している。ﾊﾈｳｴﾙ社の製品は東

京貿易が総代理店となり、日立やＩＨＩがｺｼﾞｪﾈﾊﾟｯｹｰｼﾞ化したものを販売して

いる。この他荏原はｴﾘｵｯﾄ社の全株式を取得、ｴﾘｵｯﾄ社がこれまで 5000 万$を投

じて開発してきた MGT で世界展開していくために日本では代理店として販売

活動に注力する。 

また販売代理店とは性格を異にするが、自家発電の代行サービス会社も出現し

てきている。ｵﾝｻｲﾄﾊﾟﾜｰ（昭和ｼｪﾙ39%、丸紅ｴﾈﾙｷﾞｰ39%、ｵﾘｯｸｽ22%出資）やﾏｲｴ

ﾅｼﾞｰはｷｬﾌﾟｽﾄﾝ社の製品を仕入れ、貸し出し、ﾘｰｽ、代行事業を展開しており、

ﾃﾞﾆｰｽﾞなどの顧客を開拓しつつある。 

 

（3）関連部品ﾒｰｶｰ 

MGTの発電効力を高めるにはｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑをﾊﾟｯｹｰｼﾞ化する前に再生器を取り付

ける必要がある。再生器とは MGTで発電した排熱を再利用して発電効率を高め

るための機器である。MGT単独での発電効率は 15%程度だが、再生器を取り付

けることにより発電効率を 28-30%に高めることができる。この再生器を製作で

きるﾒｰｶｰは日本の東洋ﾗｼﾞｴｰﾀｰと米国のｿｰﾗｰ社のみである。東洋ﾗｼﾞｴｰﾀｰはｷｬﾌﾟｽ

ﾄﾝ、ｲﾝｶﾞｿﾙﾗﾝﾄﾞ以外の日米欧製のMGT 全てに再生器を供給している(図表 2)。

2003年までに研究開発要員を現在の 120人から 150人に増やし、MGT向けの再
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生器事業を強化する。 

（図表 2）  マイクロガスタ－ビンと熱交換機メ－カ－

メ－カ－名 製品呼称 出力 熱交換器の有無 熱交換機メ－カ－名

Capston (米） Model330 ２８ｋＷ 有り Sola r  (米）

Honeywell (米）Parallon75 ７５ｋＷ 有り S o l a rから東洋ラへ切替え

Bowman (英） TG45 ４５ｋＷ 有り Sola r  (米）

Turbec (ｽｳｪ-ﾃﾞﾝ） ３８ｋＷ 有り 自社開発中

NREC PowerWorks ７０ｋＷ 有り 自社開発中

三菱重工 開発中 ７５ｋＷ 装着する 東洋ラに引き合い

トヨタ （ＴＴ＆Ｓ）ＴＧ051 ５０ｋＷ 装着する 東洋ラ0 1年秋に向けて供給開始

川崎重工 開発中 ５１ｋＷ 装着する 東洋ラに引き合い

出所 ： D I R資料 ・  新聞報道  

 

（4）ｺｼﾞｪﾈﾊﾟｯｹｰｼﾞ業 

MGT は再生器を取り付けたとしても発電効率が 25－30%と低いため、日本では、

排熱回収装置を組み合

わせて小型ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ

(熱電併給ｼｽﾃﾑ)として

商品化されている。ｺｼﾞ

ｪﾈｼｽﾃﾑを利用すること

で、 ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 効 率 が

70-80%に高まる（図表

3）。国内ではｶﾞｽ会社

や電力会社が中心とな

り、ﾀｸﾏ、明電舎、荏原、

三浦工業等のﾎﾞｲﾗｰ会

社・ﾌﾟﾗﾝﾄ会社を巻き込

んでﾊﾟｯｹｰｼﾞ化を推進している。 

 

３．販路開拓  

MGT の販路は主として国内の販売代理店によって開拓されている。国内の

MGTの実用例としては TT&Tが岩谷産業を代理店として 00/10 月から愛知県刈

谷市の刈谷総合病院に 290ｋｗの MGTｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑを導入した。また、ｷｬﾌﾟｽﾄﾝ社

製の 28 ｋｗ MGT に関しては、ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑを搭載したものを①ﾏｲｴﾅｼﾞｰがﾃﾞﾆｰｽﾞｼﾞ

ｬﾊﾟﾝ（横浜地域）、横須賀産業（ｽｰﾊﾟｰ：ﾖｺｻﾝ､ｽﾊﾟｰｸ）に、②ﾀｸﾏが東邦ｶﾞｽとｼﾞ

ｮｲﾝﾄし日本ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞに、③三菱商事が三菱電機等とｼﾞｮｲﾝﾄしﾛｰｿﾝに試験的に納

(図表3) MGT(含ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ)の概念図
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入した。その他にも実用例はあるが、大半は実証実験であり、一年間の期間を

設け運用上の問題点を洗い直した上で本格的な販売活動に入る模様である。

MGTはﾌｧﾐﾚｽやｽｰﾊﾟｰに加えて、病院、ｺﾝﾋﾞﾆ、ﾎﾃﾙなど電気と熱双方を利用する

場所で普及拡大が見込まれる。病院施設やｽｰﾊﾟｰ銭湯では給湯施設を 24 時間稼

動する必要があり、夜間でも廃熱を利用することが出来、効果的である。ただ

し、ｺﾝﾋﾞﾆでは廃熱を利用する局面は少ないため MGT の普及は限定的なものに

留まると思われる。 

 

４．今後の展望 

電力会社はＭＧＴのﾀｰｹﾞｯﾄの１つである業務用電力のﾕｰｻﾞｰ向け価格を大き

く下げた。また、最近の原油高では MGT燃料として有望な灯油価格の上昇が懸

念される。灯油価格も 00/11月以降は前年同月比 10%強上昇している（図表 4）。

ＭＧＴの燃料費は発電ｺｽﾄの 60%を占め、燃料単価に大きく影響されるので、ｴﾝ

ﾄﾞﾕｰｻﾞｰにとってはﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄが上昇する。 一方経済産業省の規制緩和策ではﾎﾞ

ｲﾗｰﾀｰﾋﾞﾝ主任技術者の配置が不要となり、電気主任技術者の監督と随時巡回の

監視で済む事になった。これにより MGT の導入初期費用が現状比 25-30%削減さ

れる見通しであり（経済産業省試算）、MGT 普及促進要因となろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省 

 

以上 

（図表4） 灯油・都市ガス価格月次上昇率
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